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研究成果の概要（和文）： 
裁判員裁判においては、裁判員に対して、法令適用を行う前提として、刑法の解釈を平易
に説明することが必要とされる。この際には、従来の判例理論の核心部分を明確に抽出し、
それを平易なかたちで説明することが求められているといえよう。このような問題意識か
ら、本研究においては、因果関係、正当防衛、故意、責任能力、共犯などの刑法解釈の重
要問題について、裁判員裁判における説明の在り方について、理論的な検討を加えた。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
The introduction of Saibanin-System makes it necessary to explain the interpretation 

of criminal law easy for Saibanin in simple terms. So, it needs to criminal law doctrine, 
the core of the jurisprudence theory to explain. In this Research, the important concept 
of criminal law, such as causality, self-defense, intent, responsibility and complicity is 
analyzed.  
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１．研究開始当初の背景 
 裁判員裁判をめぐる研究としては、これま
で手続法的観点からの研究が先行していた
が、最近では、刑事実体法の法律概念をいか
にして裁判員に説明するかが、裁判員裁判の
重要な課題として認識されるに至っており
（先駆的研究として、木村光江「ワークショ

ップ・裁判員制度と刑法理論」刑法雑誌 44
巻 2 号（2005 年）参照）、平成 19 年度の司
法研究（最高裁司法研修所）としても、「難
解な法律概念と裁判員裁判」が研究テーマに
取り上げられている。また、各地の裁判所で
実施された裁判員裁判の模擬裁判において
も、故意、正当防衛、責任能力などの実体法
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の要件論の説明方法が、実務的な観点から検
討されている（たとえば駒田秀和「難解な法
解釈と裁判員裁判」刑事法ジャーナル 10号、
11 号（2008 年）など）。さらに、日弁連のプ
ロジェクトチームによって法律概念の説明
の在り方についての試案（後藤昭〔監修〕『裁
判員時代の法定用語』（2008 年））が示され
ているのも、このような問題意識の反映とい
うことができよう。 
本研究は、これらの実務的な研究成果を踏

まえつつも、さらに刑法理論的な観点から、
裁判員裁判における刑法解釈論の在り方に
ついて、包括的検討を加えるものである。さ
らに、既に参審制による刑事裁判への市民参
加が導入されており、同様の問題構造が存在
するドイツなどの状況についても詳細な調
査を行い、比較法的な分析を加えることによ
って、この問題に関する議論をさらに深化さ
せることが期待される。 
 研究代表者は、本件研究以前にも、最高裁
刑事局や司法研修所などで、裁判員裁判にお
ける刑事実体法のあり方について、実務家と
議論する機会に恵まれ、その検討成果の一部
は既に公表している（橋爪「裁判員制度のも
とにおける刑法理論」法曹時報 60 巻 5 号
（2008 年）参照）。もっとも、上記研究成果
においては、ごく限られた問題について検討
を加えたにすぎず、刑法理論全般について包
括的な検討を加えているわけではない。そこ
で、この問題の実務的・理論的な重大性にか
んがみ、包括的な研究に発展させるべく、本
件研究を計画した。 
 
２．研究の目的 
平成 21 年 5 月から開始されている裁判員

裁判においては、一定の重大事件について、
構成裁判官と裁判員との合議によって、事実
の認定、法令の適用および刑の量定がなされ
ることになる（裁判員法 6 条 1 項 1 号ないし
3 号参照）。そして、法令適用を行う際には、
裁判員にとっても法律内容に関する基本的
な理解が不可欠な前提となるから、裁判官に
は、必要な限度において、裁判員に対して法
律概念についての刑法解釈の帰結を平易に
説明することが期待されているといってよ
い（法 66 条 5 項参照）。その際には、難解な
法律概念を単に平易な言葉に置き換えるだ
けでは不十分であり、当該法律概念の本質を
再確認し、その核心部分を抽出し、それを明
快なかたちで説明する必要があろう。 
このような法律概念の解釈の背後にある

実質的考慮を分析し、その核心を明確に抽出
する作業においては、当然ながら、刑法理論
が重要な役割を果たすことになるが、新たな
実務的な課題に対応するためには、刑法理論
の在り方、刑法理論と刑事実務の関係などの
基本的な問題について、改めて検討を加える

必要があるだろう。本研究においては、これ
らの点について検討を加えるとともに、因果
関係、正当防衛、故意、責任能力、共犯など
の刑事実体法の基本概念について、学説や判
例理論の分析を通して、その中核的内容を明
確に抽出し、裁判員に対する説明の在り方に
ついて、具体的な試案を示すことを目的とす
る。また、このような問題意識に基づき、現
実の裁判員裁判の判決についても、理論的な
観点から検討を加える。 
このように本研究は、裁判員制度の導入と

いう刑事司法の変動期において、刑法解釈論
が果たす役割について包括的な検討を加え、
さらに、裁判員に対する法律概念の説明の在
り方についての具体的な提言を行おうとす
るものである。このように理論的研究と実践
的研究を統合しようとする点に、本研究の学
術的な特色が認められ、実務に対する一定の
影響を期待することができる。さらに、従来
の刑法解釈論の核心部分を抽出し、それを明
確に提示し直すという本研究の手法は、伝統
的な刑法解釈論の課題を新たな角度から検
証し直すものでもあるから、実務的な影響に
とどまることなく、これらの作業によって、
理論刑法学へのフィードバックの効果も十
分に期待されよう。 

 
３．研究の方法 
研究方法は、おおむね、以下の 3段階に集

約することができる。 
①基礎的・準備的作業として「裁判員制度の
もとにおける刑法理論の在り方」について、
検討を加える。 
この検討の際には、裁判員制度導入の背景

や制度趣旨について、正確な理解に努めると
ともに、判例研究の方法論、実務と理論の関
係性などについての従来からの議論の分析
をおこない、一定の方向性を示すことにした
い。研究方法としては、関連する文献を網羅
的に収集し、文献調査の方法を中心とする。
そのほか、法曹実務家や刑事法研究者へのイ
ンタビューの機会を持ち、積極的な意見交換
に努める。さらに、比較法的な視点として、
とりわけドイツの参審制をめぐる問題状況
について調査を行う。 
②刑法理論の基本的概念について、判例理
論・学説の再検討を行い、その核心部分の抽
出に努める。 
具体的には、故意・過失、正当防衛、責任

能力などの基本的な概念が、判例理論によっ
てどのように理解されているか、また、学説
がいかなる問題意識を示しているかについ
て、改めて検討を加える。さらに、量刑理論
についても、従来の判例・学説の分析をおこ
ない、一定の方向性を示す。研究手法として
は、文献調査の方法が中心となるが、それに
加えて、実務家・研究者とのディスカッショ



 

 

ンの機会を積極的に設ける。また、とりわけ
裁判例の分析については、コンピュータを用
いてデータベース化を行う。 
③裁判員裁判において、難解な法律概念をど
のようにして裁判員に対して説明すべきか、
具体的な提言をまとめる。 
 上記②の作業を踏まえて、具体的な説明方
法の在り方について、検討を加える。その際
には、裁判員裁判の裁判例を可能な限り広く
収集し、その内容について分析を加えるなど、
文献調査を中心とするが、実務家・研究者と
の意見交換の機会を広く持つことは上記②
と同様である。 
これらの成果を踏まえ、具体的な研究成果

を法律関係雑誌等に公表するべく、研究の取
りまとめを行う。 
 
４．研究成果 
 主要な研究成果は、以下の通りである。 
（１）平成 21 年度においては、基礎的・準
備的作業として「裁判員制度のもとにおける
刑法理論の在り方」について検討を加えた。
具体的には、①裁判員制度の導入の背景や制
度趣旨に関する理解を含め、裁判員法の内容
に関する基本的な検討を行った。また、②判
例研究のあり方や実務と理論の関係性など
について、従来からの議論に分析を加え、学
説のあるべき関与のあり方について、検討を
加えた。これらの検討の成果として、裁判員
裁判を実効化させるためには、従来の裁判実
務における実質的な考慮を顕在化させ、その
核心部分を明確なかたちで言語化し、裁判員
に対して説明を行う作業が必要であり、その
分析においては、刑法理論が重要な機能を果
たすことを再確認するに至った。 
（２）平成 22 年度においては、上記（１）
の基礎理論的・準備的考察を前提としつつ、
故意（殺意）の認定、正当防衛の成立要件、
因果関係、正当防衛、責任能力の判断、正犯
（共同正犯）と従犯の区別の基準などの刑法
解釈の重要問題について、従来の学説・実務
について再検討を加え、その「核心部分」を
抽出する作業を進めた。これらの検討作業に
よって、従来の判例・学説の対立にもかかわ
らず、一定の「共通理解」が共有されており、
それが判例理論の核心をなしていることが
確認されたが、同時に、学説において一定の
議論がされているにもかかわらず、従来の判
例において必ずしも明確化されていない問
題が存在することも明らかになった。たとえ
ば正当防衛状況において、被侵害者（防衛行
為者）が現場から退避する必要があるかとい
う問題については、退避義務を否定する理解
が一般的であるが、従来の裁判例においては、
この問題についての明確な判断が示されて
いるわけではない。また、共同正犯と幇助犯
の区別についても、たとえば振り込め詐欺に

おける「出し子」については共同正犯の成立
を認めるのが最近の裁判例の一般的な傾向
であるが、このような結論は、共同正犯・幇
助犯の区別に関する判例の一般論とは必ず
しも整合的ではない。このような問題につい
て、裁判員裁判においてはどのような取扱い
が適切なのかについては、さらに検討を進め
る必要があろう。 
（３）さらに平成 22 年度は、上記（２）の
研究を踏まえつつ、裁判員裁判における刑法
の難解概念の説明の在り方について検討を
加えた。その際には、司法研究報告書『難解
な法律概念と裁判員裁判』において提案され
ている説明の在り方を主たる検討対象とし
つつ、その当否や限界について、具体的な検
討を加えた。その結果、基本的な方向につい
ては賛成できるものの、細部については、な
お修正・精緻化の必要があるように思われた
が、その詳細については、さらに研究を継続
し、適宜、公表する予定である。 
（４）平成 23 年度は、上記（２）（３）の 
研究を継続するとともに、現実の裁判員裁判
による判決について、具体的な検討を加えた。
その結果、司法研究による難解概念に関する
説明の在り方が、裁判実務においても、既に
相当に浸透していることが明らかになった
が、なお具体例が十分ではなく、それが従来
の裁判実務といかなる関係に立つかについ
ては、今後、慎重な検討が必要である。また、
量刑傾向としては、既に指摘されているよう
に、性犯罪や家庭内犯罪に関する量刑傾向の
変化や、執行猶予判決に保護観察が付される
件数の顕著な増加などの傾向を見いだすこ
とができたが、その理論的な分析については、
量刑理論全般を視野に入れつつ、今後、研究
を進める予定である。 
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